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序     文 
 

 セルビア・モンテネグロは 2000 年 10 月のミロシェビッチ政権崩壊後、1990 年代の国際的孤立によ

る「失われた 10 年」を取り戻すべく、国営企業の民営化を含む経済改革を進めており、国際社会も経

済制裁を解除するとともに経済再建と民主化促進のための支援を行ってきました。しかしながら、全

般的な経済状況は芳しくなく、高い失業率は経済的・社会的な不安定要因となっており、同国経済の

立て直しにとって、市場経済化のための経済改革の一層の促進及び雇用創出が必要不可欠となってい

ます。 

 そのため、セルビア・モンテネグロ政府は、それぞれ国内企業に対する支援を通じた市場経済化の

推進を政策優先課題として掲げ、セルビア共和国では 2001 年に中小企業起業開発庁が、モンテネグロ

共和国では 2000 年に中小企業開発庁が設立されましたが、歴史的な経緯から、両国には民間セクター

に対する行政支援の経験やノウハウの蓄積がないため、日本政府に対して両庁の職員の能力強化を図

るための技術協力プロジェクトの要請が提出されました。 

 これを受け、我が国は、2005 年 9 月に事前評価調査団を派遣し、セルビア共和国、モンテネグロ共

和国両政府との間でそれぞれ討議議事録（Record of Discussions）の署名・交換を行いました。その

後、2006 年 6 月に両国は分離、独立しましたが、施政上はそれぞれの政府が実施しているため、当初

予定どおり 2006 年 6 月から中小企業行政、品質･生産管理、マーケティング･新製品開発、企業診断及

びビジネスインキュベーションの各分野で技術移転を図るべく協力を開始しました。 

 本件終了時評価調査団は、協力期間終了を 2007 年 6 月に控えて、それまでのプロジェクトの活動に

ついて、評価 5 項目のうちの妥当性、有効性、効率性の観点から評価を実施するとともに、技術移転

の進捗を確認したうえで、終了後の自立発展に向けた提言を行うことを目的として実施されました。

本報告書は同調査団の調査結果をまとめたものです。 

 ここに本調査団の派遣に関し、ご協力頂いた日本国並びにセルビア共和国及びモンテネグロ共和国

の関係各位に対し深甚なる謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。 

 

 平成19年6月 

 
独立行政法人国際協力機構 

経済開発部長 佐々木 弘世 
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DDSME Directorate for Development of Small and Medium-sized Enterprises 

  モンテネグロ中小企業開発庁 

EAR European Agency for Reconstruction 欧州復興機関 

EBRD European Bank for Reconstruction and Development 

  欧州復興開発銀行 

LLC Limited Liability Company 合同会社 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

RA/C Regional Agency / Center 地域センター（セルビア） 

RBC Regional Business Center  地域ビジネスセンター（モンテネグロ） 

R/D Record of Discussion  討議議事録 

SADSMEE Serbian Agency for the Development of Small and Medium-sized Enterprises 

 and Entrepreneurship  セルビア中小企業起業開発庁 

SME Small and Medium-sized Enterprise 中小企業 

TAM Turnaround Management 事業再生マネジメント 

USAID United States Agency for International Development 

  アメリカ合衆国国際開発庁 

 

 

 



 

評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：セルビア・モンテネグロ 案件名：中小企業支援機関強化プロジェクト 

分野：民間セクター 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済開発部第一グループ 協力金額（評価時点）：約 7,417 万円 

(R/D): 2006 年 6 月 6 日 

～2007 年 6 月 5 日

先方関係機関：セルビア共和国中小企業起業開発庁 

       及びモンテネグロ共和国中小企業開発庁

(延長):2007 年 6 月 6 日 

～2007 年 7 月 1 日

日本側協力機関：広島県立大学 

 

 

協力期間 

(F/U) :－ 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

 セルビア・モンテネグロは、2000 年 10 月にミロシェビッチ政権を打倒した「民衆革命」以降、経

済改革の促進及び雇用創出が必要不可欠となっている。しかし、両国の歴史的な背景から、民間セク

ターに対する行政支援の経験やノウハウの蓄積がないため、両国政府は、中小企業振興担当機関や、

実際に企業向けサービスを提供している各地域のセンターの能力強化を目的とした技術協力を日本

政府に要請してきた。 

 

１－２ 協力内容 

 専門家派遣（中小企業行政、中小企業診断、マーケティング・新製品開発、品質・生産管理、ビジ

ネスインキュベーション）を通じて、各地の地域センターで提供される中小企業向け行政サービスの

標準化や企業向け支援体制の確立を図ることを目的として、両国中小企業振興担当機関の職員に対し

て、企業診断手法、コンサルティング手法に関する技術の移転を行う。 

 

（１）上位目標 

 セルビア・モンテネングロの中小企業が活発化し、中小企業支援関連行政サービスへの評価が向

上する。 

 

（２）プロジェクト目標 

 セルビア中小企業起業開発庁と地域センター、及びモンテネグロ中小企業開発庁と地域センター

の協力が強化され、中小企業支援の行政サービスがより効果的に提供されるようになる。 

 

（３）成 果 

１）セルビア中小企業起業開発庁の地域センター支援機能の強化、及びモンテネグロ中小企業開

発庁の地域センター支援機能の強化と、スタッフの能力向上が図られる。 

２）地域センターにおける中小企業支援サービスの強化モデルが構築され、標準が確立される。

３）協力の成果が日本の中小企業振興施策･体制と共に報告され、関係者の間で広く共有される。

 

（４）投入（評価時点） 

 日本側：総投入額 7,417 万円 

  長期専門家派遣 １名 機材供与 ０円 

  短期専門家派遣 ４名 ローカルコスト負担 ０円 

  研修員受入れ ６名 その他 ０円 

 相手国側： 

  カウンターパート配置 １２名 ローカルコスト負担（事務室光熱水料等） 



 

 
２. 評価調査団の概要 

 調査者 （担当分野：氏名  職位） 

団長・総括 鹿野 正雄 国際協力機構バルカン事務所 所長 

評価分析  手島 直幸 株式会社建設企画コンサルタント  

協力企画  村上 聡  国際協力機構バルカン事務所 所員 

調査期間  2007 年 2 月 25 日～2007 年 3 月 11 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト目標の達成見込み 

 「セルビア中小企業起業開発庁と地域センター、及びモンテネグロ中小企業開発庁と地域センタ

ーの協力が強化され、中小企業支援の行政サービスがより効果的に提供されるようになる。」は、

定量的なデータは得られなかったものの、以下の点からおおむね達成できる見込みである。 

１）プロジェクトによるセミナーは、実施機関と地域センターの協力、調整のもとで、総計 51

回開催されたが、地域センターとの調整は実施機関の国内ネットワーク担当者に集約させる体

制をつくったことで、両機関の連携体制の強化が図られた。 

２）地域センターにセミナーの開催手法･ノウハウが蓄積されたほか、セミナー参加企業や訪問

企業から日本人専門家に対して寄せられた相談に対して地域センターにおいて対応する体制

をつくったことで、同センターの相談窓口としての位置づけを明確化するとともに、同センタ

ーの活動の拡充が図られた。 

 

（２）成果の達成度 

１）セミナーや企業訪問を通じた専門家による指導、及び本邦における研修により、地域センタ

ーによる支援機能の強化及びスタッフの能力向上が図られた。一方で、評価指標である、企業

診断方法に関する検討レポートなどについては、協力の終了までに改めて確認する必要があ

る。 

２）中小企業支援サービスの強化モデル構築、及び標準化については、1 つの支援モデルである

セミナーを全地域センター対象に開催したこと、専門家の指導内容を取りまとめたテキストを

全センターに配布する（終了時に配布予定）ことを通じて、支援内容の標準化を図っており、

テキスト作成が完了するプロジェクト終了時までにおおむね達成されると見込まれる。 

３）日本における中小企業振興施策、及び協力成果の共有という点は、本邦研修参加者による研

修内容についての評価、並びにセミナーに対する参加者数（延べ約 430 名）及びセミナーに対

する参加者の評価からおおむね達成されるものと見込まれる。一方で、アクションプランの実

現については、研修期間中のプラン作成時に十分な検討の時間が確保されていないとの指摘が

あったことから、帰国後に長期専門家による指導、フォローアップを行い、具現化に向けた対

応をとっている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

 両国政府は、市場経済化の推進を政策優先課題として掲げ、同課題に対処するために、中小企業

振興政策として、セルビアでは「A Strategy for the Development of Small and Medium-sized 



 

Enterprises and Entrepreneurship 2003-2008」、モンテネグロでは「Policy Strategy for Support 

to the Development of Small and Medium-sized Enterprises 2002-2006」の策定が行われており、

両国の中小企業振興政策に合致している。 

 また、市場経済化の促進支援という日本政府による ODA 政策とも合致している。 

 

（２）有効性 

 両国実施機関の職員は、日本人専門家によるセミナーや同専門家作成のテキストを通じて、企業

診断、コンサルティングに関するノウハウを学んだほか、セミナーへの参加者が回を重ねるごとに

増加し、また実施後のアンケート調査による満足度も向上したこと、さらに、セミナー実施後に参

加企業からの相談事例が増加するなど、支援サービスに対する評価の高まりを判断できる指標が向

上した。以上から、両国実施機関による支援機能の強化という目標はある程度達成される見込みで

ある。なお、その背景の 1 つとして、セミナーを通じて参加者から提起された事例、両国の企業の

実態に即した内容とするべく、セミナー、テキストの内容を随時改訂したことがあげられる。これ

により、地域センター職員やセミナー参加者は、セミナーの内容を自ら置かれた現状に照らし合わ

せて理解、把握することが可能となった。 

 一方で、特にセルビアにおける地方センターは独立採算制の組織であるため、支援サービス拡大

のための財源確保に制約を抱えている状況にあり、プロジェクト目標達成の阻害要因となる懸念が

ある。 

 

（３）効率性 

 プロジェクトの活動は、常駐の日本人専門家を中心に実施機関職員とのコミュニケーションが緊

密に図られ、セミナーの実施準備等、効率的に計画、実行された。一方で、セルビア国実施機関の

カウンターパート職員が休職のため不在となり、代替要員の配置に時間を要していることから、他

の職員及び日本人専門家の負担が増加し、一部効率化の阻害要因となった。 

 

（４）インパクト 

 セルビア、モンテネグロとも、セミナー実施後に、セミナーに参加した企業経営者からの個別の

相談が寄せられたことからも明らかなとおり、すぐに実際の企業活動に応用できる内容のセミナー

は受益者への大きなインパクトがあった。また、地域センター関係者の他、大学関係者の参加を得

たことにより、将来的な企業家、サービス提供者の育成という視点でも社会的なインパクトがあっ

た。 

 

（５）自立発展性 

 セルビアにおいては、地域センター（RA/C）が独立採算の組織であることから、財源、収入の確

保が自立発展性を確保するうえで重要である。収入の確保に際しては、サービス内容の拡充がポイ

ントであり、企業ニーズに合ったサービスの提供による収入の確保というサイクルを回すことが必

要である。一方、モンテネグロは、中小企業開発庁（DDSME）からの予算配付があることから、サ

ービス内容の更新と充実を図ることにより自立発展性の確保が可能である。 

 

 



 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

 綿密な現場実態調査を基に行われた、短期専門家の派遣人数、専門分野、派遣時期など、プロジ

ェクトの開始時の業務実施計画の的確性が、高い効率性に貢献した。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

 セミナーのテーマ、内容について、参加者の評価を基に、回を重ねるごとに修正、調整を施して

おり、現場の声に耳を傾ける日本人専門家の姿勢が、プロジェクトの有効性に大きく貢献した。

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

 研修員の作成したアクションプランの実現割合について、同プランの内容の精度によりその実現

性にばらつきが生じたものの、日本人専門家による日常的な指導により実現性の向上が図られてお

り、プロジェクト目標の達成には大きな阻害要因とはならなかった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

 セルビアの地域センターは独立採算であるため、センター職員は、一般的に収益事業を優先する

傾向が強い。そのため、当初、本プロジェクトによるセミナー参加率に影響を及ぼしたが、参加者

の要望をセミナーの内容に反映させ、また他センターの開催状況、特に良好な事例について情報を

共有することで、有効性の浸透、競争意識の涵養、参加率の向上を図ったため、大きな阻害要因と

はならなかった。 

 

３－５ 結 論 

 日本人専門家と両国実施機関との良好なコミュニケーションをベースとして、特に現場の意見を反

映した対応により、両国の実情に即した理論と実践のバランスのとれた技術支援サービスの拡充が図

られ、プロジェクト目標及び成果はおおむね達成される見込みである。 

 一方で、セルビアの地域センターは、その財政基盤が磐石ではないことから、今後の支援サービス

の拡充に向けた対応が求められる。 

  

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 本プロジェクトにおいて実施したセミナーは参加者の評価も高く、その結果として実施調整を行っ

た地域センターのプレゼンスも高まったが、プロジェクト終了後も継続して地元中小企業の信頼を得

て、支援機関としての役割を果たすためには、プロジェクトにおいて作成したテキストを、より企業

の実態、ニーズにあった状態に改善し続けること、及びそのテキストを利用して独自にセミナー等を

開催するための能力向上を図っていくことが必要である点について、提言を行った。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営

管理に参考となる事柄） 

 短期専門家が、複数回にわたって現地に渡航する本プロジェクトにおいて、実施機関との緊密なコ

ミュニケーションの確保のために、常駐する長期専門家が果たした役割は大きかった。小規模なプロ



 

ジェクトであっても、常駐する専門家の存在が重要であること、が教訓としてあげられる。また、セ

ミナーやテキストの内容について、セミナー参加者や企業の実態に合わせた改訂を随時行ったが、途

上国において中小企業に対する支援策を検討する場合、日本の企業の実態と異なる可能性があること

を念頭に、現場での状況に応じて、臨機応変に修正を施していく柔軟性をもつこと、が重要な教訓と

してあげられた。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ プロジェクト実施の背景・概要 

 セルビア・モンテネグロの経済は 2000 年 10 月にミロシェビッチ政権を打倒した「民衆革命」以降、

経済改革を進めているものの、特に高い失業率1は、経済的・社会的な不安定要因となっており、経済

制裁を経たあとの両国の経済の立て直しにとって、市場経済化のための経済改革の一層の促進及び雇

用創出が必要不可欠となっている。 

 セルビア及びモンテネグロ両政府は、国内企業に対する支援を通じた市場経済化の推進を政策優先

課題として掲げ、セルビアでは 2001 年に中小企業起業開発庁が、モンテネグロでは 2000 年に中小企

業開発庁がそれぞれ設立されている。 

 また、体制整備に歩調を合わせて、今後重点的に取り組むべき課題を示した政策として、セルビア

では 2003 年 1 月に A Strategy for the Development of Small and Medium-sized Enterprises and 

Entrepreneurship 2003-2008、モンテネグロでは 2002 年 4 月に Policy Strategy for Support to the 

Development of Small and Medium-sized Enterprises 2002-2006 が策定されている。 

 このように政府が中小企業政策を実施するための行政組織は整備されているものの、歴史的背景か

ら両国には民間セクターに対する行政支援の経験やノウハウの蓄積がないため、具体的な民間中小企

業の育成は思うように進んでいないのが現状である。 

 このため、両国の中小企業振興担当機関や実際に企業向けサービスを提供している各地域のセンタ

ーの能力強化が急務であり、両国の中小企業支援サービス提供能力を向上させることを目的として両

共和国政府は、中小企業振興担当機関のスタッフ及び組織機能強化を目的とした技術協力の要請を行

った。この要請に基づき、事前評価調査を行ったのち、「中小企業支援機関強化プロジェクト」が、2006

年 6 月から 1 年間の計画で開始された。 

 本プロジェクトは、両共和国における中小企業振興担当機関の中小企業に対する支援サービス機能

強化を目標として、研修員（中小企業振興：セルビア 4名、モンテネグロ 2 名）を受け入れたほか、1

名の長期専門家（中小企業行政）及び 4 名の短期専門家（企業診断、マーケティング・新製品開発、

品質管理・生産管理、ビジネスインキュベーション）を中心に活動している。 

 

１－２ 調査団派遣の経緯と目的 

 2007 年 3 月で協力期間（2006 年 6 月～2007 年 6 月）が残り 3 か月となることから、これまでのプ

ロジェクトの活動実績を整理、評価するとともに、プロジェクト成果の持続性確保や今後の協力のあ

り方、実施方法の改善に資する教訓及び提言を導き出すことを目的に調査団を派遣し、終了時評価を

実施した。 

 

【調査目的】 

（１）技術協力の進捗状況及び目標の達成状況を確認し、評価 5 項目について評価を実施する。 

 

（２）進捗状況及び達成状況を踏まえ、今後の活動に資する提言を取りまとめる。 

                                            
1 セルビアで 32％（2005 年）、モンテネグロで 17％（2005 年）（外務省ホームページより） 
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１－３ 調査団の構成と調査日程 

 本プロジェクトは協力期間 1 年の小規模なプロジェクトであり、効率的なプロジェクト実施の観点

から終了時評価は現地の事務所（バルカン事務所）主体で行うこととしたうえで、評価の質を高める

ために評価分析のコンサルタントのみ日本から派遣した。調査団構成は以下のとおり。 

担当分野 氏 名 所   属 

団長／総括 鹿野 正雄 独立行政法人国際協力機構 

バルカン事務所 所長 

評価分析 手島 直幸 （株）建設企画コンサルタント 

協力企画 村上 聡 独立行政法人国際協力機構 

バルカン事務所 所員 

 また、調査は、以下のとおり 2007 年 2 月 25 日（日）～3 月 11 日（日）の 2 週間にわたって行い、

第 1 週目はセルビア、第 2 週目はモンテネグロにおいてそれぞれ協議を行ったうえ、M/M（協議議事録）

に署名した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 RA/C：地域センター（セルビア） 

 RBC：地域ビジネスセンター（モンテネグロ） 

 

 

 

 

 

日数 日 曜日 時間 団長 協力企画 評価分析 
1 25.Feb 日 PM 移動（成田→ベオグラード）、団員打合せ 
2 26.Feb 月 AM

PM

中小企業起業開発庁･ベオグラード RA/C ヒアリング

3 27.Feb 火 地方 RA/C、セミナー受講者ヒアリング 
4 28.Feb 水 AM

PM

5 1.Mar 木

6 2.Mar 金 AM

PM モンテネグロ調査準備

7 3.Mar 土 モンテネグロ調査準備

8 4.Mar 日 移動（ベオグラード→ポドゴリツァ）、RBC 視察

9 5.Mar 月 AM 中小企業開発庁･ポドゴリツァ RBC ヒアリング

PM セミナー受講者ヒアリング 
10 6.Mar 火 AM 地方 RBC ヒアリング

PM

11 7.Mar 水 AM

12 8.Mar 木 AM

13 9.Mar 金 AM

PM

14 10.Mar 土 団員打合せ、移動（ベオグラード→成田） 
15 11.Mar 日 成田着

JICA 事務所･専門家打合せ

大使館表敬

対外経済関係省表敬

M/M 案作成･事務所打合せ

M/M 署名

M/M 協議

M/M 協議

移動（ベオグラード→ポドゴリツァ）

M/M 協議

M/M 準備、団内打合せ

大使館報告

移動（ポドゴリツァ→ベオグラード） 
M/M 協議･署名
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第２章 セルビアにおける調査結果 
 

２－１ プロジェクトの実績 

 ２－１－１ 日本側の投入 

  （１）専門家派遣 

   １）長期専門家： 

・中小企業行政（2006/6/6～2007/6/5） 

   ２）短期専門家：  

・マーケティング･新製品開発 

 （第 1 次 2006/10/2～12/15、第 2次 2007/1/24～3/9） 

・品質･生産管理 

 （第 1 次 2006/10/2～12/15、第 2次 2007/1/24～3/9） 

・企業診断 

 （第 1 次 2006/9/28～12/16、第 2次 2007/1/14～3/9） 

・ビジネスインキュベーション（2006/10/24～11/22） 

 

  （２）研修員受入れ 

   １）本邦研修： 

      「セルビア・モンテネグロ中小企業振興」（2006/5/30～7/1） 

      （セルビア 4 名：地域別研修「南東欧サポーティングインダストリー育成」に合流参加） 

 

 ２－１－２ セルビア側の投入 

（１）カウンターパート配置、オフィス、備品等ランニングコスト 

（２）プロジェクトにかかわった人員については、付属資料のセルビアとの署名済み M/M の Annex 

2 を参照のこと。 

 

２－２ 成果・プロジェクト目標・上位目標の達成度 

 ２－２－１ 成果の達成度 

成果１：SADSMEE の行政能力・地域センター支援能力の向上 

これまでの進捗度から判断して、終了時までに一定程度達成すると評価する。 

 

 セルビア中小企業起業開発庁（SADSMEE）は、専門家との共同作業による地域センター（RA/C）向

け企業診断方法論セミナーの企画を通じて企画･調整面の行政能力の向上が図られ、また、同庁の職

員自身が短期専門家のセミナーに参加したことで実務面での基本的な行政能力向上についても一定

程度達成されつつあるといえる。特に Republic Network 担当者に、ネットワークのハブとして幅広

く RA/C をサポートするという経験を積ませたことは大きい。 

 RA/C 支援については、SADSMEE と専門家が企画した企業診断方法論のセミナーを通じて、RA/C に

SME（中小企業）支援サービスの方法論を供給するとともに、SME 向けビジネス・トレーニング・セ

ミナーのアレンジにより RA/C のサービス利用者の拡大を実施できた。有限会社としての法人格をも
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つ RA/C2は必ずしも政府機関の SADSMEE に従う義務はないが、本プロジェクトを触媒とすることで、

セミナー開催を通じて SADSMEE をその中心にする Republic Network が機能し始めたといえる。 

 つまり、プロジェクト目標にある中央と地方の連携強化という点について、特にセルビアでは長

期専門家が中央政府に所属し、地方を巡回するという方式をとったことにより、必然的に双方の関

与が必要となり、それまでの希薄な関係は大きく改善されたと考えられる。また、セミナー準備等

のやりとりやセミナー後の問い合わせなどが直接専門家にあった場合には、意図的に RA/C や

SADSMEE の Republic Network 担当者を通じて照会するよう調整しているところもあり、必然的に中

央と地方のやり取りは増加しており、情報集約、共有も進みつつあると評価できる。ただし、今後

も Republic Network が実際に有効に機能するためには更なる努力が求められる。 

 

成果 2：SME 支援サービスの標準化 

これまでの進捗度から判断して、終了時までにある程度まで達成すると評価する。 

 

 企業診断手法及び分析ツール（マーケティング、品質管理）の教科書はプロジェクト期間中に実

施したセミナー参加者等の現場の声を反映のうえ改訂され、2007 年 5 月には完成する予定である。

この教科書を基にしたセミナーが 2 回実施され、同年 5 月のセミナーはケースを含むより実践的な

ものになるべく準備されつつある。 

 これはサービス標準化の第 1 段階であり、より一層の標準化とサービスの拡充の課題は残る。企

業診断セミナーへの参加率は RA/C 職員 62 名に対して、1 回目 39 名（63％）、2 回目については実施

途中だが 31 名であり、参加率向上の余地はある。 

 また、ビジネス・トレーニング・セミナーは管理技術を全国に「広く」広めることを目的として

開催したことは、第 1 段階として適切な戦略であったと評価する。しかし、今回のプロジェクトで

明らかになったように地域センターによってこういったセミナー実施に対しても認識・活用のしか

たに大きな違いがあり、より効果的なアプローチとして、次の段階では、「選択と集中」の考えで、

より深く、より実践的に熱意あるモデル RA/C を中心に育成する戦略に切り替えることも考えられる。 

 インキュベーションについては当初討議議事録(R/D)やプロジェクト・デザイン・マトリックス

(PDM)で想定した投入を長期専門家の分析を基に現状に合わせて縮小して実施した。 

 インキュベーション担当専門家はセルビア内 6 か所のビジネス・インキュベーションないし RA/C

を訪問し日本のインキュベーションに関する講義、意見交換を行った。ただし、ノルウェーなど他

ドナーが施設を含めたトータルな援助を進めている分野であり、日本ならではの事例を紹介するこ

とにより独自性ある内容にするよう努めた。ただし、1 人月の投入では十分なインパクトはなかっ

たと評価する。 

 

成果 3：日本の中小企業振興施策、協力成果の共有 

これまでの進捗度から、終了時までに一定程度まで達成すると評価する。 

 

 日本で行われた研修にはセルビアから 4 名が参加し、日本の中小企業行政について学んだ。これ

ら研修員の研修報告書によれば、各人とも研修内容、方法等を高く評価している。一方で、長期専

門家が、研修参加者が研修終了時に作成したアクションプランの実施促進のため研修員帰国後に個

                                            
2 地域センター(RA/C)は中小企業起業開発庁(SADSMEE)が推進する中小企業政策実施のための Republic Network として位置づけられ
ている公的な色彩を帯びた機関であるものの、法的には SADSMEE に従う義務はない。 
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別に指導しているが、PDM にある「アクションプランの 60％以上が実現する」という点に関しては、

実現が難しい点もあるとする長期専門家の意見にも留意する必要がある。 

 その理由としては、①PDM 作成時には、研修員が 1 年程度での達成をめざした、各所属機関の現

在の体制で実施可能な、実現可能性の高いアクションプランを作成し、専門家と協力して達成に向

けて努力することを意図していたが、研修員が実際に作成したアクションプランは一般的、抽象的

で各組織の財政状況や SME セクターの現状を十分に考慮していないものが含まれていたこと、②研

修中の時間的制約から日本で十分に指導されていないため、特に抽象的な内容のプランについては、

客観的な視野での検討がなされておらず、組織としてすぐに実行に移すには困難が伴ったこと、と

いう点があげられる。 

 今回調査において、帰国研修員 4 名のうち 1 名にインタビューしてアクションプランの実施状況

を聞いたところ、本人の努力だけでは達成不可能な目標もあることが確認できた。なお、研修結果

の SADSMEE 内部での報告活用は行われている。 

 ビジネス・トレーニング・セミナーでは、カウンターパートのほか、中小企業経営者、大学関係

者を対象に日本の中小企業支援政策の実践について講義を行った。これは日本の経営技術の技術移

転という意味で、成果 3 の趣旨と同じである。ビジネス・トレーニング・セミナーは第 1 次の段階

で参加者 157 名であり、PDM で設定した 50 社以上のセミナー参加という指標を達成しており、日本

の中小企業政策・体制が広く紹介されるという目標は達成されている。 

 

 ２－２－２ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標： 

セルビア中小企業起業開発庁(SADSMEE)と地域センター(RA/C)の協力が強化され、中小企業支援

行政サービスがより効果的に提供されるようになる。 

 

 プロジェクト目標の達成の可能性は高いと評価する。ただし、1 年間のプロジェクトとして協力

内容を設定した経緯があり、そもそも当初から SADSMEE 及び RA/C の SME 支援サービス向上の目標へ

の第 1 ステップとして位置づけたものである。したがって、継続的な努力が必要である。 

 

 ２－２－３ 上位目標の達成度 

上位目標： 

セルビアの中小企業の活動が活発化し、中小企業支援関連行政サービスの評価が向上する。 

 

 上位目標の達成度を測るには 1 年より長い期間を置く必要がある。調査団がインタビューしたセ

ミナー参加企業の経営者は短期専門家によるセミナーを高く評価していた。また、短期専門家のセ

ミナーで得た知識を基に新たな取り組みをするにあたってアドバイスがほしいという話も受講者よ

り数件あがってきている。 

 より多くのサンプルデータが必要であるが、本プロジェクトは RA/C の評判向上に寄与した事例と

いえる。RA/C が職員への更なる訓練によりサービス供給能力を向上させ、サービス供給する対象を

広げていけば、上位目標の達成の可能性は高い。 
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２－３ プロジェクトの実施プロセス 

 プロジェクトは実施計画どおりに円滑に実施されてきた。SADSMEE のカウンターパートスタッフの

配置、日本人専門家の配置は効果的に行われた。セルビア・日本のプロジェクトチーム内で頻繁かつ

緊密な会議とコミュニケーションが行われ、プロジェクトを効果的に実施することに寄与した。 
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第３章 モンテネグロにおける調査結果 
 

３－１ プロジェクトの実績 

 ３－１－１ 日本側の投入 

  （１）専門家派遣 

   １）長期専門家： 

      ・中小企業行政（2006/6/6～2007/6/5） 

（ただし、長期専門家はセルビアに常駐しつつ、1 か月半に 1 度程度モンテネグロを

定期訪問して指導） 

   ２）短期専門家： 

      ・マーケティング･新製品開発 

（第 1 次 2006/10/2～12/15、第 2 次 2007/1/24～3/9） 

      ・品質･生産管理 

（第 1 次 2006/10/2～12/15、第 2 次 2007/1/24～3/9） 

      ・企業診断 

（第 1 次 2006/9/28～12/16、第 2 次 2007/1/14～3/9） 

      ・ビジネスインキュベーション（2006/10/24～11/22） 

 

  （２）研修員受入れ 

  １）本邦研修： 

 「セルビア・モンテネグロ中小企業振興」（2006/5/30～7/1） 

（モンテネグロ 2 名：地域別研修「南東欧サポーティングインダストリー育成」に合流参加） 

 

 ３－１－２ モンテネグロ側の投入 

  （１）カウンターパート配置、オフィス、備品等ランニングコスト 

  （２）プロジェクトにかかわった人員については、付属資料のモンテネグロとの署名済み M/M の

Annex 2 を参照のこと。 

 

３－２ 成果・プロジェクト目標・上位目標の達成度 

 ３－２－１ 成果の達成度 

成果１：DDSME の行政能力・地域センター支援能力の向上 

これまで達成に向けて推移しており、終了時までに大部分達成できると期待できる。 

 

 モンテネグロ中小企業開発庁（DDSME）は、セミナーを通じて日本の実践的企業診断方法が地域ビ

ジネスセンター（RBC）に提供されたことを高く評価している。RBC は企業診断セミナーで得られた

知識が実際の SME 支援サービスに役立ったと評価している。SME 向けビジネス・トレーニング・セ

ミナーを実施したことによって RBC のサービス利用者が拡大したとも評価している。 

 これらのセミナー企画・実施を通じて DDSME の行政能力向上は達成されつつある。本プロジェク

トで実施したセミナー開催を通じて DDSMEE と RBC の間の連絡・調整が必然的に増加し、それによっ

て両者の関係強化に貢献した。 
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成果 2：SME 支援サービスの標準化 

これまで達成に向けて推移しており、終了時までにある程度達成できると期待できる。 

 

 企業診断手法及び分析ツール（マーケティング、品質管理）の教科書はプロジェクト期間中のセ

ミナー受講者等の声を反映のうえ改訂されて、2007 年 5 月には完成する。この教科書を基にした企

業診断セミナーが 2 回実施され、同年 5 月の 3 回目で標準化は一定程度達成される。企業診断セミ

ナーへの参加率は RBC 職員 23 名に対して、1 回目 16 名（70％）、2 回目途中 16 名（70％）であり、

少人数の RBC に時間的余裕がないことを考えればかなり高い参加率といえる。 

 調査団が DDSME 及び RBC へ行ったインタビューによれば、第 1 回目で受講者のニーズとの不一致

が見られた講義の内容が、第 2 回目にかけてモンテネグロの実情に合ったものに改訂され、第 3 回

目の 終セミナーは更に興味を引く内容になると期待している。 

 インキュベーションについては、当初 R/D 及び PDM で想定した投入を長期専門家の分析を基に状

況に合わせて縮小して実施した。インキュベーション担当の短期専門家は、モンテネグロでは 2006

年 12 月にモンテネグロ大学経済学部内にインキュベーター設立が予定されていたため、これに対す

る指導･助言に重点を置く方針で臨み、担当教授、プロジェクト・マネージャー、設立にあたって技

術協力を行っている欧州復興開発銀行(EBRD)の Turnaround Management(TAM)コンサルタントとの意

見交換を行った。ただし、投入が 1 人月と小さかったこともあり、このインパクトは大きくなかっ

たと評価する。 

 

成果 3：日本の中小企業振興施策、協力成果の共有 

これまで達成に向けて推移しており、終了時までに一定程度達成できると期待できる。 

 

 広島で行われた研修にはモンテネグロから 2 名が参加し、日本の中小企業行政について学んだ。

研修員の研修報告書によれば、各人とも研修内容、方法等を高く評価している。研修時に作成した

アクションプランについて、研修参加者にインタビューしたところ、個人として努力をしているも

のの、組織の目標であり、PDM に記載のある「60％以上アクションプランが実現する」という点に

関しては、内容により 初から実現が難しいものがあるという意見であった。具体的な評価として

は「広島での研修で中小企業登録制度と中小企業白書を知ったことが実際の業務に役立った。アク

ションプランについては自分の担当する項目については達成できた」との見解があげられた。イン

タビューを通じて、日本での研修結果は DDSME 内で共有されていることが確認できた。以上より達

成度は高いと評価できる。 

 ビジネス・トレーニング・セミナーでは、カウンターパートのほか、中小企業経営者、大学関係

者を対象に日本の中小企業支援政策の実践について講義が行われた。これは日本の経営技術の技術

移転という意味で、成果 3 の趣旨と同じである。ビジネス・トレーニング・セミナーは第 1 回（10

月、11 月）、第 2 回（2 月）の合計で参加者 162 名であり、PDM で設定した 50 社以上のセミナー参

加という指標を超えており、日本の中小企業支援の経験を広く紹介するという成果は達成している。 
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 ３－２－２ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標： 

モンテネグロ中小企業開発庁(DDSME)地域センター(RBC)の協力が強化され、中小企業支援の行

政サービスがより効果的に提供されるようになる。 

 

 プロジェクト目標達成は高く期待できる。上記のように 3 つの成果は相乗的に DDSME と RBC の関

係強化と SME 支援サービスの拡充に寄与する。3つの成果とは次のとおりである。 

成果 1：DDSME の行政能力の向上 

成果 2：SME 支援サービスの標準化 

成果 3：研修成果の共有化 

 

 ３－２－３ 上位目標の達成度 

上位目標： 

モンテネグロの中小企業の活動が活発化し、中小企業支援行政サービスへの評価が向上する。 

 

 上位目標達成の可能性は高い。 

 DDSME、RBC、セミナー参加者ヘのインタビューを通じ、ヨーロッパやアメリカのドナーの援助に

ない日本の企業診断の手法、経営思想が高く評価され、DDSME と RBC の中小企業行政サービスに活

用しようとしている。 

 彼らがそれを反映すべくRBC職員の能力向上の努力を続けていけば、RBC活動への評価が向上し、

将来的に上位目標が達成できると考えられる。 

 

３－３ プロジェクトの実施プロセス 

 プロジェクトは実施計画どおりに円滑に実施されてきた。DDSME のカウンターパートスタッフの配

置、日本人専門家の配置は効果的に行われた。長期専門家がベオグラードに駐在していたため、プロ

ジェクト運営上多少の難しさはあったものの、長期専門家の電話、電子メール、定期訪問によるコミ

ュニケーションによりプロジェクトを効果的に実施することができたものと評価する。 
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第４章 評価 5 項目に基づくセルビアにおける評価結果 
 

４－１ 評価５項目の評価結果 

 ４－１－１ 妥当性 

 本プロジェクトはセルビア政府の政策及び日本政府の援助政策に合致し、ターゲットグループ

（SADSMEE と RA/C）の選定も妥当であったと評価される。（4－） 

 

  （１）セルビアの中小企業政策との妥当性は高い。（4） 

１）上位目標「セルビア・モンテネグロの中小企業の活動が活発化し、中小企業支援関連行政

サービスへの評価が向上する」はセルビアの中小企業戦略 2003-2008 に合致している。 

 

  （２）日本の政策と合致している。（4） 

１）日本の ODA 政策は市場経済化の促進を支援することにあるが、これは本プロジェクトの上

位目標に合致している。 

２）経営管理技法については、他ドナーも支援しているが、戦後復興で成功した日本企業の実

績を基に経営思想や経営実績のなかから生まれた日本的な管理技法については関心も高い。

また実際に現場へ行き（すべての RA/C を対象にして実際に訪問した手法は他ドナーには見ら

れない）、ニーズに合わせて講義内容を細かく調整したり、具体的なケースを多く織り込んだ

りした、このプロジェクトの手法は他ドナーとの比較において顧客志向という点で評価され

る。 

 

  （３）ターゲットグループの選定が適切であったと評価する。（4－） 

１）RA/C は、2002 年に全国で Limited Liability Company（LLC）として各地域の自治体、大

学、経済団体などにより設立された。2004 年まで European Agency for Reconstruction（EAR）

などの財政的援助を受けていたが、その後は独立採算の経営に移行しており、自治体からの

プロジェクト受託、EAR、アメリカ合衆国国際開発庁(USAID)などドナーのプロジェクト受託

などで収入を得ている。以下の理由で、RA/C はプロジェクトの実施機関として適当であると

評価する。 

① セルビアの中小企業は、10 人以下の小規模が大半であり、歴史が 5～6 年と若い企業が

多く、中小企業支援サービスを供給することが望まれている。 

② RA/C は実質的にそれぞれの地域における中心的なサービスプロバイダーの役割を担っ

ている。 

③ 13 の RA/C は Republic Network で SADSMEE とつながっており、同庁からも各地域におけ

る実際のサービス提供機関として考えられている。 

④ 各地の商工会議所は比較的大きな規模の企業への支援サービスはしているものの、小規

模・零細企業については RA/C が担当している。 

２）なお、ビジネス・トレーニング・セミナーへの参加者は中小企業経営者、大学関係者、失

業者なども含まれており、ターゲットグループ以外への波及効果もあったと評価する。 
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 ４－１－２ 有効性 

 プロジェクトの有効性は高いと評価される。（4－） 

  （１）プロジェクト目標はある程度達成される。（3＋） 

１）プロジェクト目標「セルビア中小企業起業開発庁(SADSMEE)と地域センター(RA/C)の協力が

強化され、中小企業支援行政サービスがより効果的に提供されるようになる」の達成度は、1

年の短期間としては高いと評価できる。 

 

  （２）セミナー参加者、研修受講者の満足度は高い。（4－） 

１）セミナー後の質問票によれば、SADSMEE 及び RA/C スタッフ及びセミナー参加者の満足度は

高い。セミナー後に行われたアンケートによれば、8 割以上の参加者が満足と答えをしてい

る。6 割以上は役に立ったと答えるが、既に知っていた内容であったと答えた比率も 3 割程

度あった。 

 

  （３）プロジェクト目標達成に貢献した要因（4－） 

１）標準化については、企業診断手法セミナーを第 1 次、第 2 次と回を重ねるに従い、参加者

数は増加している。2007 年 5 月の第 3 次セミナーでの講義とその時点までに完成される教科

書が具体的な成果の１つであり、現時点の進捗度から達成可能性は高い。参加者の反応を見

ながら、改訂を繰り返し行い、セミナーへの関心、セミナーでの満足度向上に貢献した。 

２）RA/C の SME 支援サービスの拡大については、ビジネス・トレーニング・コースの参加者が

第 1 次から第 2 次にかけて増加傾向にあり、参加者数の少ない RA/C があるものの、プロジェ

クト目標の達成度は高いと評価する。現地の事情に合わせて講義内容を修正したことが満足

度向上に貢献した。 

３）広報活動はほぼ的確に行われた。SADSMEE は SME ニュースという機関紙でセミナー開催の

広告を出した。各 RA/C では地元メディアを使って宣伝活動を行ったが、センターの熱意によ

り各地でセミナー参加者数に差が生じた。 

 

  （４）プロジェクト目標達成の阻害要因（3-） 

１）SADSMEE は政府からの予算が人件費相当額しかなく、ドナーのプロジェクトからの収入、

独自活動による収入に頼る厳しい財政状況である。また、RA/C は独立採算機関であり、その

収入のほとんどを地方政府のプロジェクト、ドナーのプロジェクトによっており、同様に財

政事情は厳しい。そのため、RA/C は、スタッフの教育に十分な予算が確保できず、SME への

サービスの拡大も厳しい状況にある。企業診断方法の教育セミナー及び SME へのビジネス・

トレーニング・セミナーを提供する本プロジェクトを高く評価しているが、SADSMEE、RA/C

ともに活動予算、人員に大きな制約を抱えて活動しており、プロジェクト目標の達成を阻害

する要因の 1 つになっている。 
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 ４－１－３ 効率性 

 効率性はまずまず高かったと評価する。（3＋） 

 

  （１）日本側の投入の適切性（3＋） 

１）プロジェクトの開始時、業務実施計画のなかで、短期専門家の派遣人数、専門分野、派遣

時期が決められている。事前調査団及び長期専門家の綿密な現場実態調査を基に行われたこ

の要員配置計画は適切であったと評価する。 

２）企業診断、品質管理、マーケティングの短期専門家 3 名からは、教えなくてはならないこ

との多さに比して時間が短いとの意見があった。セミナーの開催場所が全国にわたったこと、

SADSMEE、RA/C 職員が多忙のためセミナーに参加する時間に制約があることなどを考慮しつ

つ、より効率的な案件運営を追及する余地が残されている。 

３）長期専門家 1 名は、中小企業セクター全般に通暁した人材で、極めて効率的な活動でプロ

ジェクトを運営管理し、アウトプット達成に大きく貢献した。本評価チームがインタビュー

したカウンターパートの SADSMEE、RA/C や援助窓口機関の対外経済関係省、EAR そして短期

専門家は、長期専門家の活動を高く評価している。 

４）ビジネスインキュベーション、政策立案支援については R/D 及び PDM 設定時から投入が縮

小されたが、現場の実態に合わせた処置であり適切であった。ビジネスインキュベーション

については、他ドナーが施設設置を含めて支援を進めているなか SADSMEE の活動計画に合わ

せて、投入を短期専門家１人月に絞ったことは適切であった。政策立案支援については、

SADSMEE が政策立案官庁ではないことから、長期専門家の活動の一部に限定したことは適切

であった。 

５）日本での研修員受入人数(4 名)、分野、研修内容、研修期間、受入時期は適切であった。

研修参加者が研修終了時に残した報告書を精査して、研修内容に対する研修員の評価が高い

ことが確認できた。なお、セルビアに帰国後、研修員は長期専門家から数回の面接指導を受

けている。 

 

  （２）セルビア側投入の適切性（3-） 

１）SADSMEE の人数、配置状況、能力はほぼ適切であった。評価チームがインタビューしたプ

ロジェクト担当者は、皆高い意欲を示し、自らの活動に従事していることが確認された。 

２）日本での研修員受入人数(4 名)、分野、研修内容、研修期間、受入時期は適切であった。 

３）SADSMEE の Republic Network Manager は本プロジェクトのキーパーソンの 1 人である。2006

年末から出産のため休職となり、その職務は SADSMEE の他職員が臨時応援する形になったも

のの、その間、やむを得ず長期専門家がカバーするところが多く、専門家への負担が大きく

なった。終了時評価調査実施時点では、SADSMEE 内の財政事情、国会選挙後の政府の人事政

策のため代替職員の雇用が行えない状況であるが、状況が整い次第、代替職員を雇用する予

定であることが確認された。 

 

  （３）プロジェクト管理の適切性（3+） 

１）プロジェクト内ミーティングは頻繁に行われており、プロジェクトチーム内マネジメント

は適切であったと評価する。プロジェクト期間中、常時滞在する長期専門家がチームリーダ

ーとしてうまく機能している。 
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２）JICA 専門家と SADSMEE、RA/C との間のコミュニケーションは長期専門家の献身的努力の結

果、極めて良好である。 

 

 なお、SADSMEE から、セミナーにおける英語からセルビア語への通訳に時間を要し、また、正確

に意思が伝わらないこともあるので、むしろ日本語とセルビア語の通訳が効率的であるとのコメン

トがあった。適当な通訳人材の確保も容易ではないが、今後の検討課題であろう。 

 

 ４－１－４ インパクト 

 プロジェクトの実施により以下のようなインパクトが認められるところ、上位目標が達成される

可能性は高いと評価される。 

 短期専門家によるセミナーにおける理解度テストの結果では、参加者の約 80％の正解率が記録さ

れており、品質管理、生産管理等の基礎的な理解度が確認された。また、セミナー後に、個別に相

談が寄せられた事例からも、プロジェクトにおけるインパクトを看取することができる。 

 その他、セミナーに参加した大学教授から、5S、カイゼン等の日本的経営方式に対する関心が寄

せられるなど、プロジェクトの直接的な対象である RA/C の外にも波及効果を見いだすことができた。 

 

 ４－１－５ 自立発展性 

 財源確保への取り組み、及び中小企業に対するサービス内容の拡充、RA/C 職員の能力向上に対す

る継続的な努力を行うことにより、自立発展性の確保が可能である。 

 セルビアの RA/C は、主たる活動財源を中央政府によらない独立採算方式をとっており、その財政

基盤は必ずしも磐石ではない。サービス内容の拡充を図り、より顧客志向の、中小企業のニーズに

沿った支援を提供することで安定した収入を確保する、というように、財源の確保、サービス拡充

というサイクルを有機的に回転させていくことが、自立発展性の確保に必須である。 

 

４－２ 結 論 

 「セルビア中小企業起業開発庁(SADSMEE)と地域センター(RA/C)の協力が強化され、中小企業支援行

政サービスがより効果的に提供されるようになる」ことを目標にして、企業診断セミナーにより SME

支援サービスの標準化と管理技術のセミナーによるサービスの拡大を図る本プロジェクトは、同国の

中小企業政策に合致し、ターゲットグループの選定も適切で、その妥当性は高い。戦後復興で成功し

た日本企業の実績を基に経営思想や経営実績のなかから生まれた日本的な管理技法については、状況

の類似性から関心も高く、他ドナーとの差別化の 1 つとなる。 

 有効性については、本プロジェクトはターゲットグループの能力向上に有効である。貢献要因とし

て現場の声に耳を傾ける専門家の姿勢があげられる。企業診断セミナー、ビジネス・トレーニング・

セミナーを第 1 次、第 2 次と回を重ねるにしたがい、参加者の反応を見ながら、教科書の改訂を繰り

返し行っており、2007 年 5 月の第 3 次セミナーでの講義とその時点までに完成される教科書はセルビ

アの中小企業の実態に合ったものになることが期待されている。 

 プロジェクトは日本－セルビアの協力の下で効率的に運営された。貢献要因としては、プロジェク

トの開始時の業務実施計画の的確性があげられる。綿密な現場実態調査を基に行われた、短期専門家

の派遣人数、専門分野、派遣時期などを決めたこの計画は適切であった。長期専門家は、中小企業セ

クター全般に通暁した人材で、極めて効率的な活動で、プロジェクトを運営管理しアウトプット達成
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に大きく貢献した。 

 一方で持続性に関する不安がある。SADSMEE は厳しい財政状況である。RA/C は独立採算であり、そ

の収入のほとんどは地方政府のプロジェクト、ドナーのプロジェクトによっており、これも非常に厳

しい財政事情にある。このような財政事情の下、SADSMEE、RA/C ともに活動予算、人員に大きな制約

を抱えて活動しており、SME へのサービスの拡大も厳しい。 

 妥当性、有効性、効率性、インパクト及び自立発展性の観点からプロジェクトの戦略、因果関係、

実施プロセスいずれも大きな問題は見られず、プロジェクト目標、上位目標の達成の見込みも確認で

きたので、今回の協力については協力の第 1段階として終了しても差し支えないと考える。 

 しかしながら、全国にくまなく中小企業サービスを提供するためには既存の RA/C を適切に活用する

ことが鍵となるが、RA/C はモンテネグロの RBC と違って政府からの交付金がないため、その存立基盤

が不安定である。Republic  Network の構成要素として政府戦略にも記載されている RA/C が安定して

運営されるようになるには政府が RA/C への予算措置を講ずることが必要であるが、それが難しい場合

は RA/C 自身のサービスの質を更に向上させ、安定した顧客・収入源を確保する必要がある。 

 Republic Network を重視している SADSMEE が RA/C の付加価値を高める支援をする立場にあるもの

の、その支援能力にも限界があり、今回の協力成果を生かす形で RA/C の更なる能力強化に対して協力

を行う必要性についても検討の余地がある。 
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第５章 評価 5 項目に基づくモンテネグロにおける評価結果 
 

５－１ 評価 5 項目の評価結果 

 ５－１－１ 妥当性 

 適当であったと評価される。(4) 

 

  （１）モンテネグロ政府の政策と合致している。(4) 

１）上位目標「モンテネグロの中小企業の活動が活発化し、中小企業支援関連行政サービスへ

の評価が向上する」はモンテネグロの中小企業政策である“Policy Strategy for Support to 

the Development of Small and Medium-sized Enterprises 2002-2006”に合致している。次

の中期戦略 2007-2010 が現在 DDSME で審議中である。 

 

  （２）ターゲットグループの選定は適切であった。(3+) 

１）DDSMEの職員とRBCの職員は中小企業の経営相談に応じるための能力を備える必要があり、

このプロジェクトで、体系的な企業診断手法、経営管理手法（品質管理、マーケティング）

を学ぶ機会を提供したことは的確であった。 

２）しかしながら、品質管理及び企業診断の講義内容はセミナー参加者に高すぎる水準を含む

部分も中にはあった。 

３）実施機関の RBC は、2002 年から地方行政機関、商工会議所、地方銀行などの出資を受け設

立されて、現在全国で 11 か所ある。RBC は以下の理由でプロジェクト実施機関として妥当で

ある。 

① 中小企業に対する支援サービスのため設立された。 

② 地域における相談センターの役割を担っている。 

③ DDSME の下部組織としてネットワークが組織されている。 

４）ビジネス・トレーニング・セミナーへの参加者は中小企業経営者、大学関係者、失業者な

ども含まれており、ターゲットグループ以外への波及効果もあった。 

 

  （３）日本政府の政策と合致している。（4） 

１）日本の国別援助計画、JICA 国別事業実施計画との整合性を再確認した。モンテネグロは 1990

年代の内戦、経済封鎖で疲弊した経済から復興の道をたどり、2006 年 6 月に分離独立し、2012

年に EU 加盟することをめざしている。EAR はじめ欧州のドナー、米国などから援助があるな

か、国際協調の観点から重複を避け、相乗効果が期待できるような協力内容とした点で、日

本の援助は意義がある。 

２）インタビューした日本での研修参加者及び DDSME、RBC 関係者は、いずれも「戦後復興で成

功した日本企業の実績を基に体系化された中小企業支援政策とその実績はモンテネグロ国に

とって参考になる」と高い評価を与えている。 

 

 ５－１－２ 有効性 

 有効性は以下のような理由から高いと評価される。（4） 
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  （１）プロジェクト目標の達成可能性は高い。(4) 

１）企業診断をコアサービス、ビジネス・トレーニング・コースをサブ・コアサービスとして

位置づけ、知識・スキルの標準化と、中小企業がサービスをより多く利用する方策の確立（ア

ウトリーチの拡大）を目標に事業を実施しつつあり、達成度は高いと評価できる。 

 

  （２）セミナー参加者、日本研修参加者の満足度は高い。(3+) 

１）DDSME 及び RBC の企業診断セミナー参加者の満足度は高い。零細企業が顧客の大半を占め

る RBC にとって、セミナーで扱った幅広い手法をすべて使う必要はなく、幅広い内容を扱っ

て多くの講義を受けるよりは演習の時間を増やしてより実用的な能力を身につけたいとの指

摘があり、第 1 次、第 2 次と回を重ねるにしたがい、現地の事情に合わせて講義内容を修正

した。2007 年 5 月に行われる第 3次のセミナーでは現場に応用しやすいケースを含んだ講義

と教科書が期待されている。 

 

  （３）プロジェクト目標達成の貢献要因(4-) 

１）テキスト、シラバス、教材、ケース等の知的資産の整備は進んだ。セミナーは第 1 次、第

2 次と回を重ねるごとに参加者の反応を踏まえて、改訂を行い、セミナーへの関心向上及び

満足度向上に貢献した。 

２）DDSME 及び RBC は職員の教育に関する予算を確保しており、プロジェクトの円滑な実施に

貢献した。 

３）広報活動はほぼ的確に行われた。DDSME はホームページでセミナー開催の記事を出した。

各 RBC では地元メディアを使って宣伝活動を行った。 

４）ビジネス・トレーニング・セミナーには中小企業のほか、大学関係者も参加しており、タ

ーゲットグループ以外への波及も見られた。 

 

  （４）プロジェクト目標達成の阻害要因(3) 

１）ビジネス・トレーニング・セミナーへの参加者数に RBC ごとに差がある。これは全 11 の

RBC が共通のニーズを有しているわけではなく、それぞれの置かれた状況も異なっているこ

とに起因する。参加者の事情を考慮した日程、参加者ニーズを反映したテーマ選定など工夫

の余地がある。 

 

 ５－１－３ 効率性 

 効率性は高いと評価する。（4） 

 

  （１）日本側投入は的確であった。（4） 

１）1 名の長期専門家、4名の短期専門家を 1 年間のプロジェクト期間に配置した。専門家の質、

分野、時期はプロジェクト実施に十分効率的であった。 

２）長期専門家はベオグラード駐在であったが、電話、電子メール、定期訪問で費用対効果の

観点で効率的であった。 
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  （２）モンテネグロ側投入も的確であった。(4) 

１）DDSME のカウンターパートとしての人数、配置は適切であった。評価チームがインタビュ

ーしたプロジェクト担当者は、皆高い意欲を示し、自らの活動に従事していることが確認さ

れた。 

２）日本での研修は適当な人員（2名）、期間、時期で実施された。 

 

  （３）プロジェクト管理は一定程度の水準と評価する。（3） 

１）モンテネグロと日本の双方の努力によりプロジェクト管理は十分効率的に行われた。特に

長期専門家が取りまとめ役として活動をリードした。 

 

 ５－１－４ インパクト 

 本プロジェクトの実施により、以下のインパクトが確認されており、将来的に上位目標が達成さ

れる可能性は高いと考えられる。 

 本プロジェクトにおいて実施されたセミナー開催にあたって、DDSME によるメディアを通じた広

報が行われるなど、実施機関における本件重要性の認識は非常に高いことが確認された。また、セ

ミナーに大学関係者が参加したことにより、将来的な企業家、支援サービス提供者に対する波及効

果も期待される。また、本邦研修において作成されたアクションプランについて、既に実施に移さ

れたものがあるなど、実施機関内での本件波及効果は高いと推察される。 

 

 ５－１－５ 自立発展性 

 モンテネグロの中小企業の実態を踏まえ、随時情報の更新を行っていくことで、高い自立発展性

が見込まれる。 

 モンテネグロの RBC は、DDSME の直下機関として予算の配付を受け、事業を実施しており、本プ

ロジェクトにより得た経験を活用することにより、独自にセミナーを開催する等の活動が可能であ

る。また、セミナーに基づき整備された教科書も、現場の実情、意向に沿った内容とする工夫が加

えられており、実務的なものとなっている。したがって、継続的に 新の情報に更新していくこと

により、よりモンテネグロの企業の実態に合った支援サービスの提供が可能となり、自立発展性の

確保につながると考えられる。 

 

５－２ 結 論 

 「モンテネグロ中小企業開発庁(DDSME)と地域センター(RBC)の協力が強化され、中小企業支援行政

サービスがより効果的に提供されるようになる」ことを目標にして、企業診断セミナーにより SME 支

援サービスの標準化と管理技術のセミナーによるサービスの拡大を図る本プロジェクトは、同国の中

小企業政策に合致し、ターゲットグループである DDSME 及び RBC の選定も適切であり、その妥当性は

高い。また、内容について、第 1 次のセミナーの内容がターゲットグループのニーズと一致しない部

分が見受けられたが、第 2 次において、実践的な内容とすべく修正を施しており、その点でも妥当性

は確保されている。 

 また、本プロジェクトの手法はターゲットグループの能力向上に有効である。貢献要因として現場

の声に耳を傾ける専門家の姿勢があげられる。企業診断セミナー、ビジネス・トレーニング・セミナ

ーを第 1 次、第 2 次と回を重ねるにしたがい、参加者の反応を見ながら、教科書の改訂を繰り返し行
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っており、2007 年 5 月の第 3 次セミナーでの講義とその時点までに完成される教科書はモンテネグロ

の中小企業の実態に合ったものになることが期待されている。 

 プロジェクトは、日本人専門家とモンテネグロカウンターパートとの良好な関係の構築により、効

率的に運営された。プロジェクトの実施過程で専門家はモンテネグロの中小企業のニーズに合わせて

講義内容を修正し、理論と実践のバランスに気を配った。教科書や講義資料は聴衆の反応に合わせて、

数回にわたり改訂されている。 

 妥当性、有効性、効率性、インパクト及び自立発展性の観点からプロジェクトの戦略、因果関係、

実施プロセスいずれも大きな問題はみられず、プロジェクト目標、上位目標の達成の見込みも確認で

きたところ、プロジェクトを中小企業分野での協力の第 1 段階として終了しても差し支えない。中小

企業支援機関は引き続き、自身の能力を高める努力が求められる。 
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第６章 調査団所見 
 

 プロジェクトの開始に際して、2006 年 6 月に、モンテネグロがセルビアより分離、独立した。両国

の中小企業の現状は相当異なる部分が多く、評価実施にあたって、十分な留意が必要と思われた。今

後のあり方についてのフォローも同様である。 

 評価実施にあたり、両国関係者双方からあった共通的な発言のひとつとしては、日本の援助は、現

地の実情をまずは把握・理解しようとし、プロジェクト実施の過程において、現地の実情・ニーズに

できるだけ合わせる形で調整が行われるので非常にありがたいということであった。 

 ヨーロッパ諸国、国際機関等の援助が、各国共通の既定のパターンに現地を合わせようとしがちな

のに対し、JICA の当プロジェクトの場合、バルカン地域の事情に詳しい人間が、まず現地調査を行い、

先方関係機関と協議をするなかで大枠を決定し、案件実施中も長期専門家が中心になって全体の方向

性を見ながら軌道修正を行っていくという運営方法であり、これに対し先方実施機関の評価が高かっ

たものと思われる。 

 短期専門家の派遣時も、まずは、現地の企業を訪問し現地事情の把握に努め、セミナー実施につい

ても、参加者の求めているものを、セミナーでの質問、アンケート等から汲み取り、現地により適し

た分野、レベルへと軌道修正を行ってきたことは評価に値する。 

 短期専門家の第 1 次派遣時には、地域センターの熱意に差があり、いくつかの地域でのセミナー開

催効果に差が生じたが、第 2 次派遣時においては、現地ニーズに合った、より実践的な指導内容とな

るように工夫したこともあってか、第 1 次に比べると大きく実施効果に差が出たと判断していたのが

印象的である。 

 日本の援助は、被援助側の機関・人間をパートナーと見て信頼関係の上に立って実施するという点

も、両国双方の関係者から高く評価されていた。「現地事情を把握し、パートナーとして協同で事業を

行う」という点が特に当地域では成功の秘訣とも思われるところ、現地事情に詳しい長期専門家が中

心となり、先方ニーズに合った指導分野につき短期専門家が数次にわたり協力を行うという当プロジ

ェクトの実施方法は、当地域での協力のモデルともなり得るものと思われる。 

 また、当地が紛争を経験した地域ということもあるのか、戦後復興を果たした日本の具体的な企業

振興の事例に対する関心が高く、それらの具体的事例紹介、ケース・スタディを材料に使うことが極

めて効果的とのことであった。 

 今後、短期専門家の第 3 次派遣により、地域を絞り込んだセミナー、テキストブックの仕上げが予

定されており、今までの経験を生かしたより有効・適切な協力に結びつくものと期待される。 

 両国の事情でいくつか大きな違いがあるが、そのうちのひとつとしては、モンテネグロの場合、中

小企業といっても零細企業の比率が高く、分野も品質管理のモデルになりやすい機械製造業等がそれ

ほど多くなく、農産品の加工や観光関係のものが多いため、セミナーもそれらを想定したものがより

求められることがある。一方、セルビアの場合、中規模以上で、海外からの投資企業に部品等を供給

し得るような企業も多く存在している。このため、当初、モンテネグロでは専門家の講義内容につき

実態に沿いにくいとのコメントもあったようで、その後、分野・レベルにつき修正を加えていったが、

これら現地の実情を十分把握しながら協力を進めることが重要である。 

 両国での相違点の 2 番目としては、実施体制の相違があげられる。モンテネグロの場合、中小企業

政策立案と実施の機関が同一（中小企業開発庁）であり、地方のセンターに対しても予算が中央から

配付され、実施体制が整っている。一方で、セルビアの場合、政策立案は中央省庁である経済省が行
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い、カウンターパート機関である中小企業起業開発庁は中小企業行政の実施機関である。地域センタ

ーは基本的にはそれぞれ独立した民間的な機関であり、経常的な予算が中央から配付されないため、

中央との関係が深くなく、センター自身の運営に困窮するケースもあり得るとの説明が先方からあっ

た。セルビアのセンターでは、中小企業への直接的な指導以外に、調査等外部からの委託を受けるこ

とにより、組織としての運営にも注力する必要が生じており、中央と地方のネットワークを強め、効

果的な指導が行われていくためには、健全な形での組織運営にも十分配慮していく必要がある。 

 また、モンテネグロの場合、全体に産業の規模が小さく零細企業が中心であるためか、中小企業開

発庁と商工会議所がうまく協力する関係になっているようだが、セルビアの場合は、プロジェクトの

カウンターパート機関と商工会議所の関係が、一部の地域を除きあまり良好とはいえず、小から中程

度規模の企業に対するフォローについて工夫が必要である。零細及び小企業に日本のスタンダードを

理解してもらい産業全体のレベル底上げを図ることは今後ますます重要となってくる。一方、日本の

協力分野の 1 つである投資促進に関しても、日本をはじめ先進国の事情に通じた、現地での下請け企

業になり得るような中小規模の企業育成を支援することが、経済全体を見た場合、特に有効となって

くる。 

 なお、零細企業に関しては、特に失業者を対象として、セルビア労働雇用社会政策省の下部組織

（National Employment Service）が起業支援を熱心に行っており、中小企業起業開発庁にも業務委託

をしているところ、これらの活動との連携を図っていくことも重要と思われる（モンテネグロの場合

も同様のシステムがある）。 

 以上の状況を考えると、今回のプロジェクト実施の結果として、日本の中小企業診断制度をより活

用しやすく、先方の要望も強いセルビアに対して、必要性が特に高く、実施体制も良好と判断される

地域をモデルとして選出し、同地域を中心に先方が実施を計画しているメンター制度確立に協力して

いくことが、今後の方向としては望ましいと思われる。ただし、日本の診断制度をそのまま持ち込む

のではなく、1 年間の今回のプロジェクトで得られた経験を基に、協力の地域を絞り込むとともに、

例えばビジネスプラン作成を含む融資を得るための具体的方策を現地実情に合わせた形で指導できる

ようにする等現地ニーズをできるだけ取り込み、ある程度分野も絞り込んで、より具体的な形で診断・

指導ができるように対象を集中化することも必要と思われる。 

 また、セルビアへの援助を続けるなかで、モンテネグロの状況も適宜把握し、必要に応じ、短期専

門家派遣・研修員受入等のフォローを行うことも考えられる。 

 なお、セルビアの中小企業に対して、実際に企業に出向き、品質管理やマーケティング（新製品開

発）等を行うシニア海外ボランティアの派遣も効果的と思われるところ、分野を絞り込んだうえでの

派遣実施が望まれる。 
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第７章 提言と教訓 
 

７－１ 提 言 

 ７－１－１ 提言（セルビア） 

  （１）SADSMEE は Republic Network Manager のポジションに適当な人材をあてて、プロジェクト

目標の達成をフォローアップすることが求められる。 

 

  （２）SADSMEE は引き続き中小企業支援サービス拡充のため RA/C スタッフの能力向上に努力する

ことが期待される。 

 

  （３）また、プロジェクトで供給した知識、技法はより高度化、より実践的なものにすることが

求められている。 

 

 ７－１－２ 提言（モンテネグロ） 

 DDSME と RBC が必要なサービスを SME に供与することができるよう次の 2 点を提言する。 

  （１）モンテネグロの中小企業のニーズにも合った教科書にするため更なる改訂を進めること。 

 

  （２）その教科書を使用して RBC の能力向上の努力を続けること。RBC が自らの手で SME 向けセ

ミナーを開催することができるようになることが望ましい。 

 

７－２ 教訓（共通） 

 （１）技術協力プロジェクトにおける長期専門家の役割の再確認 

 本プロジェクトにおけるプロジェクト管理においては、長期専門家がプロジェクト全体の進

捗を管理するマネージャーの役割を的確に果たした。本件は準備段階ではセルビア・モンテネ

グロという国際的には 1 つの国でありながら中小企業政策実施については各共和国別々に組織

が存在するという特殊な状況のなかで企画され、開始当初のモンテネグロの独立により 2 か国

を対象とするプロジェクトとなった。 

 行政的には全く別の組織を対象にしながらも 2 か国でそれなりに効果的にプロジェクト運営

がなされたのは、専門家が常駐するセルビアとモンテネグロが飛行機で 1 時間程度の距離であ

り、定期的な訪問が可能という環境にあったことが大きい。 

 こういった状況から、小規模ながらもある程度の投入が予定されるプロジェクトについては、

シャトル型ではなく現地に常駐する 1 名の専門家がプロジェクトリーダーとして、サブスタン

シャル面でのプロジェクト運営とロジスティクス面での業務調整の双方を一手に行なうことに

より、少ない投入で効果を高められると考えられる。 

 

 （２）日本的なもの、(他ドナーに比べて)日本の援助の優れている点は顧客志向の徹底である。 

 本件の R/D 及び PDM では中小企業支援政策専門家やインキュベーター専門家の比重が高い計

画であったが、長期専門家の緻密な調査に基づき、状況に合わせて、企業診断手法、マーケテ

ィング、品質管理に実施計画を修正している。これが効率的実施につながったといえる。現地

ニーズの把握はプロジェクト期間中も絶えず行い、セミナー参加者の反応を見ながら講義内容、
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教科書内容を現場ニーズに合わせる調整を柔軟に行っている。 

 他ドナーのキャパシティ・ビルディング案件のアプローチ方法に比べると、きめが細かく顧

客志向のアプローチということが可能であり、このアプローチこそが日本的な援助の強みであ

るといえる。 

 

 （３）専門家が現地事情に精通していることが重要である。 

 専門家とカウンターパートの相互信頼関係の構築がプロジェクトを成功させる鍵である。そ

のためにもまず、専門家は現地の事情を理解していることが前提である。 

 本件の場合、長期専門家が隣国ブルガリアやセルビア・モンテネグロ国の別事業の経験者で

地域の事情に明るいこと、及び短期専門家においてもブルガリア等近隣地域での活動経験のあ

る人材を確保できたことがプロジェクトの効果的な実施につながった。 

 さらに各短期専門家の第 1 次派遣時の初期に現地の事情を把握できるよう集中的に企業訪問

を組み込んだことで、セミナーの内容をより現地の事情にあったものにすることに貢献した。 

 ここから得られる教訓は、時には本格作業に入る前に順化の期間を置く。現場に聴くという

態度を徹底する。真に今必要なものは何なのかについては、現場にしか分からない、というこ

とである。 

 

 （４）中小企業は個別に事情が異なり、支援サービスは零細企業向け、（比較的規模の大きな）中小

企業向けで分けて考えることが必要である。 

 モンテネグロの地域センターで「企業診断セミナーは知識向上には役立ったが、企業診断手

法が適用できるような相談事例は少ない」とのコメントがあった。零細、小規模企業が大半の

地域であり、中規模の企業を対象にした診断事例が多い日本の実例を直接適用することには困

難がある。もとより応用の利く手法であることから、現場での調整を経て、2 回目以降のセミ

ナーでは改善されつつある。 

 ここでの教訓は、日本のいわゆる「中小企業」と、途上国の中小企業に違いがあることを認

識し、現場でのニーズに応じて、実践的な企業支援サービスを可能とする、きめ細かい対応が

必要ということである。 



付 属 資 料 

 

 １．協議議事録(M/M)（セルビア、モンテネグロ） 

 

 ２．評価グリッド（英文、和文） 

 

 ３．質問票 
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